
これからの精神保健福祉のあり方に関する検討会への意見 
平成26年4月に施行された改正精神保健福祉法では、3年後を目途として見直しをすることが盛

り込まれている。衆参両議院厚生労働委員会においては、これらの内容以外にも、精神障害者に

対する医療の提供を確保するための指針の内容を踏まえて、一般医療との整合性を図るための見

直し検討や権利擁護にも触れていることから、下記内容にて意見を集約し配信する次第である。 

                                   2016年2月25日 

                       精神保健福祉事業団体連絡会(精事連) 

                            日本精神保健福祉事業連合(日精連) 

              全国精神障害者社会福祉事業者ネットワーク(全精福祉ネット) 

全国精神障害者地域生活支援協議会(ami) 

Ⅰ 根本問題として 

◆法改正に向けた付帯決議の明確な受け止め 

第183回国会における本法改正に対する付帯決議(特に今後の方向感や姿勢に関して)は改めて踏まえ

る必要がある。 

精神保健及び精神障害者福祉に関する法律の一部を改正する法律案に対する附帯決議 (抜粋) 

政府は、本法の施行に当たり、次の事項について適切な措置を講ずるべきである。 

○精神障害のある人の保健・医療・福祉施策は、他の者との平等を基礎とする障害者の権利に関する条約の理念に基 

づきこれを具現化する方向で講ぜられること。 

○精神科医療機関の施設基準や、精神病床における人員配置基準等については、精神障害者に対する医療の提供を確 

保するための指針の内容を踏まえ、一般医療との整合性を図り、精神障害者が適切な医療を受けられるよう、各規定 

の見直しを検討すること。なお、指針の策定に当たっては、患者、家族等の意見を反映すること。 

◆精神障害者に対する医療の提供を一般医療との整合性を図りながら進めること  

①精神医療が精神保健福祉法という特別法で対応されるのではなく、医療法の中で対応できるようにし

ていくことを方向感としてもつべきではないか。精神科医療の一般化を実現するためにも、医療法の

改正もすべきである。その実現に向けて段階的な施策が必要ではないか。“精神障害者専用”をつくる

発想から脱していくことが肝要ではないかと思う。そもそも 5 大疾病の時代に、精神科だけの特別な

事情や対応を残しておくのは時代の要請に適っていない。 
②段階のひとつとして、現行の「精神科特例」を完全廃止し全ての精神病床の人員配置を一般病床と同

水準に引き上げ医療スタッフを充実させ質の向上をはかること。入院医療は救急・急性期病棟や専門

病棟に集約していくべきではないか。精神保健福祉法第1条に定める「国民の精神的健康の保持及び増

進に努めることによって、精神障害者の福祉の増進及び国民の精神保健の向上を図る」ことを推進す

るためには、過去の時代背景から生じた特殊な状況から脱却する必要を痛切に感じる。このことは「障

害者権利条約」25条に唱えられた『医療』の確保提供姿勢にも深く関連していることでもある。 

◆検討会の構成について 

①本検討会の構成員は前回の大臣指針検討会の顔ぶれをおおむね踏襲しており、精神医療のユーザーの

立場性が極めて弱い。前回はその構成比を巡って厳しい意見が社会的に飛び駆っていた。今回さらに

それを下回る構成比で臨む(前8%→現6.7%)ことについては強い違和感を禁じえない。 

資料２ 



② 精神医療が圧倒的民間優位で提供され、わが国と国情が酷似しているベルギーでの改革では、一時病

棟転換型のナーシングホームやグループホームの設置により施策を進めた。しかしそれを失策と総括

し、改め、近年大きく地域生活支援型の医療に切り替え、真の病床削減を実現していると聞く。その

改革の基礎には、当事者と関係者が拮抗する構成比での集中した議論の末に合意を見出し、納得づく

で政策に反映させるという「コ・プロダクト方式」がとられているという。大いに見習うべきではな

いだろうか。  

参考:ベルギー改革(伊勢田堯氏)JDジャーナル2015年10月号 

 

Ⅱ 分科会想定課題に即して 
医療保護入院等のあり方について 
◆医療保護入院における移送及び入院の手続等の在り方 
・大本の問題として、非自発的、強制的な入院は公的責任において行われるものとして一本化してい

くべきではないか。（任意入院の同意が困難な時に医療保護入院となっている実態も踏まえて） 
・現状の医療保護入院は行政処分ではない強制入院であり、強制力を発動する主体は公権力でしかあ

りえない。保護者制度を廃止することは、同時に強制入院に関する国の責任と公的機関の役割を明

確にすることである（日本精神神経学会理事長見解。2013 年 5月）。 

・よって医療保護入院の決定が国、あるいは地方自治体の責任で行われるように改める事。そして医

療保護という名称に即して、純粋に医療判断による入院の形を実態としても作るべきで、指定医複

数名による所見に基づくものと改めるべきではないか。 
・医療保護入院の入院期限を厳正に法令で定め、それを超えてもなお入院治療が必要と判断される場

合は精神医療審査会委員が面接で入院継続の妥当性を徹底審査する。あるいは任意入院に切り替え

るなど厳正な対応が必要ではないか。 

・現在の「家族等」の同意に依拠した形は、家族間の軋轢や争いの誘因となっているとの見方がある。

また選任に向けて精神保健福祉士の多くのエネルギーが割かれ、つまりは入院支援に多くが使われ、

本来の退院支援に力を割けない状態もあると聞く。さらに「家族等」が同意の拡大をもたらすこと

により、認知症をターゲットにした病院経営が始まるとの声もある。このようなことも含め、現状

の「家族等」には問題が多い。 
◆医療保護入院者の退院を促進するための措置の在り方 
・「退院後生活環境相談員」の配置状況、及び地域援助事業者との連携、「医療保護入院者退院支援委

員会」の開催に関する状況を調査等において随時実態把握を行い、適正に行われているかの検証が

必要である。 

・「退院後生活環境相談員」の具体的な役割や動きについては医療機関により差がある。看護師がその 

役割を担っている医療機関もあるが、精神保健福祉士の本来業務と思われる。 

・「医療保護入院退院支援委員会」は新たな退院支援の枠組みができた一方で、法の施行時点ですでに

入院していた人は対象となっていない。よって長期入院者の退院促進に結び付きにくいという限界

がある。すべての長期入院者を対象と改めるべきではないか。 

・地域援助者について、「相談支援事業者等」というように「等」がついているが、ご本人との関係性

を基礎にして、それぞれの地域に実態として存在している多様な事業者が関与できることが大切だ



と思う。また地域援助事業者の役割等が不明確な点もあり、参加の義務づけと併せ明確化を要する。 

・「医療保護入院退院支援委員会」に地域援助事業者が招聘された例が現状では極めて少ない。病院に

問うたところ、「退院支援委員会は法で定められたから、月に 1回開催するが、医師の都合を考える

と、一人につき 10分程度の話になってしまう。地域の支援関係者に来てもらうのは申し訳ないので

呼べない」とのこと。実質的なカンファレンスは別途開催するから、という病院側の説明もある。

つまり退院支援委員会はセレモニー化している節があり、法が目指したような開催になっていない。

短時間の検討機会に外部から人を招くことへの医療側のためらいが感じられるが、無用な配慮と思

う。 
・地域援助事業者の起用は促進されても、問題はどれだけ進展したかという評価がないと形ばかりに

なってしまう。効果測定のような、評価プロセスを付加していくことも必要と思う。 
・退院後の生活にスムーズに移行するために、入院しながらでも『入院診療計画』に基づき福祉サー

ビスが利用出来るよう制度化を急ぐ。利用料の一部自己負担を除く事業所への報酬（送迎料含む）

を認めるようにすべきである。 

・退院への迷いや葛藤という、確たる退院の意思が未確立な状態における「体験」(見学や交流、宿泊

や通所)の試行的支援メニューが多様に立案実施されるとよいと思う。現行の体験利用は退院意思を

明瞭にしないと利用対象になりにくいことから、「迷い・ためらい」に対応するなどの幅が必要であ

る。試行錯誤(トライ＆エラー)のなかから方向性が明確化してくることを鑑み、体験の機会や場面の

増大拡充を求める。 
・退院後の地域の受け止めを拡充する観点から「退院者専門・高齢者専用」の受け入れグループホー

ムを整備する。入居者の必要に応じて医療との連携は強調しながら、そして、その設置は厳に病院

敷地内ではないようにすべきである。 
・新たな展開 
 →「長期入院市民のリストアップ化と地域移行マネージメント」を 2016 年度から進める兵庫県西宮

市の試みは、自治体の取り組みとして注目に値する。 
                 参考:精神科患者の長期入院解消へ、西宮市が支援事業 神戸新聞 
 →生活の困難さに対応する多様な支援を実施する地域生活支援拠点事業を、医療と福祉が両輪の如

く連携し、有機的な支援システムとして構築しようとする北海道苫小牧の実践は注目に値する。 

参考:精神障害者在宅支援へ連携 北海道新聞  

 
◆入院中の処遇、退院等に関する精神障害者の意思決定及び意思の表明の支援の在り方 
・前提として全ての入院者の心情(退院意思のあるなしだけではなく、院内処遇に関しても)を把握する

ためのヒアリングの実施が必須ではないか。実施に際しては安心による心情吐露を促すべく、利害

関係のない第三者の関わりが必要である。 
・入院中にかかるタオルやパジャマ等の費用、小遣い銭管理料など、月額数万円に及ぶ場合もあると

聞く。保険外の自己負担は廃止すべきであり、必要なら公費で負担されるよう制度化すべきではな

いか。 
・制度や社会資源の情報が院内に波及、流通していない。何を頼りに何を信じて進めばよいか、入院

者をとりまく心もとない状況が病棟の中にはある。全ての入院者に社会情報、資源情報を細やかに、



波状的に提供する事が必要ではないか。国の補助事業としては廃止された「地域体制整備コーディ

ネーター」について、現在都道府県が独自に実施しているものも含め、これまでの活動内容や実績

を改めて評価するとともに再建する。とりわけ外部の支援者が病院の内部で入院者と接する機会や

場面の確保をはかることは肝要である。 

・地域移行支援の担い手として、また情報の発信源としてピアサポーターの参加協力を推進すべきで

ある。入院中の精神障害者と医療スタッフとの関係において、処遇や退院に向けての意思表明や意

思決定は、その関係性から困難な場合が多いが、同じ病気を経験したピアサポーター が関わること

で、処遇に対する不満表出や地域への関心が高まるなど意思表示がスムーズにいくことが多々ある。

外部から院内に入り、入院者と直に接しながら関係づくりをもとに生活情報の配信や種々の調整を

施し、退院に向けた気分の高揚や意思の形成をはかる要員としてピアサポーターの起用は極めて有

用である。 
・情報提供の在り方を様々工夫して行うべきで、OT 等の院内プログラムの多様化、活性化を「生活情

報配信」「退院準備」を目途に実施する。プログラム実施が入院中の福利厚生や気分調整というレベ

ルでは不足している。 

・精神科病院に入院する者は「権利擁護者」を選ぶことができるとし、病院の管理者は入院時にその

旨を伝え、その選択を支援しなければならない事を盛り込む。並行して、身寄りのない患者の権利

擁護の観点から、国及び都道府県は権利擁護者の人材育成、派遣を担う組織も設けるべきである。 
 

新たな地域精神保健医療体制のあり方について 
◆精神病床のさらなる機能分化  
・現行の「精神科特例」を完全廃止し全ての精神病床の人員配置を一般病床と同水準に引き上げ、医

療スタッフを充実させ質の向上をはかること。入院医療は救急・急性期病棟などの専門病棟に集約

していくべきではないか。【再掲】 

◆精神障害者を地域で支える医療の在り方  
・病床削減を前提とした今後の医療的支援としては、ACT チームによる地域生活支援などの体制整備

が課題となる。同時に多職種チームの構成に専門職と協働するピアサポーターやピアヘルパーの活

用が進むことで、対象者に寄り添い、当事者にとって安心できる支援体制を構築する。 

◆精神疾患に係る医療体制の在り方 
・過剰な精神科病床の削減と適正規模の確立を求め、適正病床数万対 5 という水準は意識していくべ

きであり、それに即した削減計画を立案すべきである。 
・入院せずに地域生活を続けながら危機を乗り越えるために、そして入院に至っても早期に退院する

ために早期相談支援体制を構築すべきである。未治療期間の長期化のデメリットとして、①回復の

遅れ、②より不良な予後、③心理社会的技能の低下、④家族や社会からの喪失、⑤自殺リスクの増

加、⑥医療コストの増大が挙げられる。近年の日本の疫学研究でも、成人期前期になんらかの精神

科的診断に該当する者のうち、50%が 15 歳までに、75%が 18 歳までにすでに何らかの精神科診断

に該当していると報告されている。イギリスのコミュニティケアで実績を挙げているように、早期

相談支援体制を整備し、早期相談支援システムにアクセスしやすいように機能させて行く必要があ

る。 



 
その他意見 
◆地域生活支援 

・精神科病院からの退院の促進をはかるうえで、居住支援の飛躍的増強が必須である。グループホー

ムの拡充、公営住宅の活用、民間賃貸住宅の確保のための方策等による更なる選択肢の確保は喫緊

の課題である。 

・グループホームにおいては、現場体制として常勤換算ではなく安定的な体制として常勤者の雇用が

可能となる財源確保が必要であるとともに、「看護機能付きホーム」など健康管理面に重きを置いた

重装備の職員配置を可能とする居住支援メニューを施策化することを望む。また、民間の空借家を

民・官共同で確保を進め、公的保証人制度等による入居促進策が必要と考える。 

・また精神障害者の地域生活を支える支援としては、24 時間対応の相談支援や訪問を活用したアウト

リーチ実践が有効である。 

◆精神科病院における虐待・死亡事件について 
・昨年の千葉県内の精神科病院で発生した事件は記憶に新しい。密室で起きている虐待行為は把握で

きず、また病院職員の相互けん制機能が働いていないのならば、事件が起きないように、「障害者虐

待防止法」の適用範囲を病院まで広げ、日頃から内部通報の義務を職員に課すなどの対策が必要で

ある。事件が起きる背景に、精神科特例による看護師の配置基準の薄さがあり、ゆとりある看護を

阻害しているのではないかと思う。その観点からも「精神科特例」は早急に廃止していくべきであ

る。 
 







精神科患者の長期入院解消へ 西宮市が支援事業(神戸新聞 1.6) 

http://www.kobe-np.co.jp/news/iryou/201601/0008698889.shtml 

精神疾患で医療上の必要性は低いのに長期入院する「社会的入院」の解消に向け、兵庫県

西宮市は、１年以上入院する市民をリストアップし、退院や生活の支援策を共に考える事

業を２０１６年度に始めることを決めた。当面は同市内など近隣の精神科病院３カ所に入

院中の市民が対象。病院、福祉事業所と連携して進め、将来的には兵庫県内や大阪府内の

病院に入院する市民にも広げたい考えだ。県障害福祉課は「極めて珍しい取り組み」とす

る。 

（藤村有希子） 

 

 日本は先進国の中で精神科の入院患者の割合が突出して多く、国際的に問題となってい

る。かつての国の隔離収容政策や社会の偏見、退院後の住まいなど受け皿の少なさが影を

落としてきた。 

 西宮市保健所によると、精神科のある県内と大阪府内の９９病院に入院する市民は、１

４年６月末時点で５２５人。入院期間別では、１年未満＝２０６人▽１年以上５年未満＝

１６０人▽５年以上１０年未満＝６３人▽１０年以上２０年未満＝５７人▽２０年以上＝

３９人－だった。 

 同市内では０８年度から、ＮＰＯ法人が運営する障害者相談支援センターが、西宮、神

戸市の２病院と協力して退院支援プログラムを実施。センター職員が入院患者に地域の情

報を伝えるなどして、過去の２年間だけで計１５人の退院を実現させ、その後の生活も支

えている。こうした背景や、患者の地域復帰をうたう改正精神保健福祉法が１４年に施行

されたことを受け、西宮市は事業化を決めた。 

 西宮市の２病院、神戸市の１病院を対象に、病院や福祉事業所などと２カ月に１度会議

を開き、患者をリストアップ。本人への意思確認などを経て退院支援患者の優先順位を決

め、地域との触れ合い体験や、退院後の住まい探しなどを助ける。同時に、受け皿となる

地域住民らへの啓発も進め、退院患者の体験談を伝えたり、フォーラムを開いたりする。 

 ５日には、西宮市の委託を受けて実務を担う福祉事業所の公募を始めた。同市生活支援

課は「地域で暮らせるかどうか不安で退院に踏み切れない患者は多い。支援の仕組みを医

療、福祉、行政が一体となって築き、進めていきたい」とする。 

 【精神科病床への入院】 先進３４カ国が加盟する経済協力開発機構（ＯＥＣＤ）によ

ると、日本の人口１０万人当たりの精神科病床数は、加盟国中最多の２６９床（２０１１

年を中心に調査）で、ＯＥＣＤは「脱施設化が遅れている」と指摘。平均入院日数も２９

２日（１２年）と、数十日がほとんどの先進諸国で群を抜いて長い。 




